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原子力災害対策の体制整備について 

 

神奈川県知事 黒岩 祐治 

 

東京電力福島第一原子力発電所における事故による影響は、現行の原子

力防災の枠組みで想定している区域をはるかに越え、首都圏にまで及ぶ広

域的な範囲で、飲用水の摂取制限や農産物の出荷制限などを始め、様々な

被害をもたらしているだけではなく、国民生活に多大な不安を与えている。 

現在、国において原子力防災に係る制度全般の見直しが進められている

が、既存の原子力発電所から離れている九都県市等に直接適用される具体

的な防護対策案は示されていない。 

また、原子力発電所以外の原子力事業所に係る防災対策については、い

まだに見直しに着手されていない状況にある。 

そこで、九都県市首脳会議として、別紙のとおり、政府に対して要請す

るよう、提案する。 

 

 



 

（案） 

 

原子力災害対策の体制整備について 

 

東京電力福島第一原子力発電所における事故による影響は、現行の原

子力防災の枠組みで想定している区域をはるかに越え、首都圏にまで及

ぶ広域的な範囲で、飲用水の摂取制限や農産物の出荷制限などを始め、

様々な被害をもたらしているだけではなく、国民生活に多大な不安を与

えている。 

現在、国において原子力防災に係る制度全般の見直しが進められてい

るが、既存の原子力発電所から離れている九都県市等に直接適用される

具体的な防護対策案は示されていない。 

また、原子力発電所以外の原子力事業所に係る防災対策については、

いまだに見直しに着手されていない状況にある。 

 こうした実態を踏まえて次の措置を講じることを要請する。 

 

１ 国の防災指針による「防災対策を重点的に充実すべき地域」の範囲

を越えた地域に及ぶ災害を想定し、迅速な事故情報等の連絡体制や飲

食物等の影響調査体制の構築、及び防災資機材の整備等の対策を速や

かに実施すること。 

 

２ 核燃料加工施設等、原子力発電所以外の原子力事業所について、防

災指針における「防災対策を重点的に充実すべき地域」の範囲など対

策の見直しを早急に行うこと。 

 

平成24年 月 日 

 

文部科学大臣  平野 博文 様 

経済産業大臣  枝野 幸男 様 

環 境 大 臣   

原発事故の収束及び再発防止担当 

内閣府特命担当大臣 

細野 豪志 様 

別 紙 
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